　　　　　　　　　　　　生物多様性モデル校設置要綱
（目的）
第１条　この要綱は生物多様性モデル校（以下、「モデル校」という。）の指定等に関して必要な事項を定めるものとする。
（モデル校の指定）
第２条　知事は、県内に所在する国立・公立・私立の小・中学校のうち、県内において生物多様性保全に係る活動に取り組んでいる、または取り組む意欲がある小・中学校をモデル校として指定する。
（指定期間）
第３条　モデル校の指定期間は原則として３年とする。ただし、継続を妨げない。
（指定数）
第４条　県内におけるモデル校の数は原則として１０校以内とする。
（指定基準）
第５条　モデル校として指定する小・中学校は次の基準を全て満たすものとする。
(1) 生物多様性保全に係る活動として、生きものの保護等に関する活動や地質等も含めた地域の生態系を維持し「生きもののつながり」を守る活動等に取り組んでいる、または取り組む意欲があること。
(2) 上記活動を年に１回以上行っている、または行う意欲があること。

（自薦手続）　

第６条　知事は、広く一般に周知が可能な広報媒体によりモデル校の募集を行い、各小・中学校から自薦を募るものとする。

２　各小・中学校がモデル校の指定を希望する場合は指定申請書（様式４）を知事に提出する。

（推薦手続）

第７条　各市町教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は、管轄区域において、モデル校にふさわしい小・中学校があるときは「学校単位」で推薦することができるものとする。この場合、教育長は推薦書（様式３―１）を知事に提出する。

２　教育長は、地域として生物多様性への取り組みを推進するために、管轄する地域において指定を希望する小・中学校をとりまとめ、「地域単位」で推薦することができるものとする。この場合、教育長は推薦書（様式３－２）を知事に提出する。なお、「地域単位」の場合、第４条で規定する指）定数としては１校とみなす。
３　各市町の教育長は「学校単位」及び「地域単位」の両方の推薦を行うことができるものとする。ただし、同一校が「学校単位」と「地域単位」の両方に属することはできないものとする。

（指定手続）
第８条　知事は第６条及び前条による自薦及び推薦があった小・中学校について、第５条の指定基準に基づき審査を行い、基準を満たす場合にはモデル校に指定するものとする。ただし、基準を満たす学校数が１０校を越えた場合は、「生物多様性モデル校選定委員会」を開催し、指定する学校の選考を行うものとする。
２　指定決定後、知事は、指定校に「指定証」を交付するものとする。

３　指定決定後、知事は、学校長及び当該校を所管する教育長あて通知する。
４ 「地域単位」で指定を受けた場合、第３条の指定期間は適用せず、教育長等の意見を聴きながら知事が決定する。
５  「地域単位」で指定を受けた場合、次のいずれかの方法により活動を行う。
　(1) １年ごとに１校ずつ順次モデル校として活動を行う。

　(2) 予算の範囲内で複数校ずつ順次モデル校として活動を行う。

（指定の継続）

第９条　指定期間経過後、モデル校がその指定の継続を希望するときは次の各号による。

(1) 「学校単位」の場合は、モデル校校長が指定継続願（様式５－１）を知事に提出する。

(2) 「地域単位」の場合は、教育長が学校長の意向を確認した上で、指定継続願（様式５－２）を知事に提出する。このとき、当該地域の中に継続を希望しない学校、新たに指定を希望する学校がある場合は併せて記載する。
　　　
（指定の解除）

第１０条　指定期間の途中でモデル校がその指定の解除を希望するときは次の各号による。
(1) 「学校単位」で指定されている場合は、解除を希望するモデル校校長が指定解除願（様式６－１）を知事に提出する。

(2) 「地域単位」で指定されている場合は、教育長は指定解除願（様式６－２）に「地域単位」指定自体の解除か一部の解除かを記載し知事に提出する。

（活動内容）

第１１条　削除

（活動報告書及び活動計画書）
第１２条  削除
（県からの援助等）
第１３条　削除
　附則　

　　この要綱は、平成2３年１０月１７日から施行する。

    この要綱は、平成2４年４月１日から施行する。
